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先進自治体におけるインターネット上の誹謗中傷等に関する条例の比較表 

 

 群馬県インターネット上の誹謗中傷等の被害者支援等に関す

る条例 

             （令和２年１２月２２日公布）  

渋川市インターネット上の誹謗中傷等の防止及び被害者支援

等に関する条例 

            （令和４年３月９日公布）   

大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の人権侵害のな

い社会づくり条例 

            （令和４年３月２９日公布）   

目的 

 （目的） 

第１条 この条例は、インターネット上の誹謗中傷等の被害者

の支援等に関して、県の責務及び県民の役割を明らかにする

とともに、施策の基本となる事項を定めることにより、これ

を推進することを目的とする。 

 （目的） 

第１条 この条例は、インターネット上の誹謗中傷等の防止及

び被害者の支援に関して、市の責務及び市民等の役割を明ら

かにするとともに、施策の基本となる事項を定めることによ

り、これを推進することを目的とする。 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、インターネット上の誹謗中傷等の人権侵

害を防止し、府民の誰もが加害者にも被害者にもならないよ

う、府の責務及び府民の役割を明らかにするとともに、府の

施策の基本となる事項を定めることにより、これを推進する

ことを目的とする。 

 

自治体の責務 

 （県の責務） 

第３条 県は、被害者を支援するための施策及び行為者を発生

させないための施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

 （市の責務） 

第３条 市は，被害者及び行為者を発生させないための施策並

びに被害者を支援するための施策を推進しなければならな

い。 

 

 （府の責務） 

第３条 府は、行為者及び被害者を発生させないための施策、

被害者を支援するための施策並びに行為者が再び誹謗中傷等

を行うことを抑制するための施策を実施する。 

 

議会の責務 

   （議会の責務） 

第４条 議会及び議員は、この条例の趣旨にのっとり、不断の

研鑽により、インターネットリテラシーの向上に努め、府民

の範となって活動し、及び行動する。 

 

住民の役割 

 （県民の役割） 

第４条 県民は、被害者が置かれている状況及び被害者の支援

の必要性についての理解を深めるとともに、自らが行為者と

なることがないよう、インターネットリテラシーの向上に努

めるものとする。 

 

 （市民等の役割） 

第４条 市民等は、自らが行為者となることがないよう、イン

ターネットリテラシーの向上に努めるとともに、被害者が置

かれている状況及び被害者の支援の必要性についての理解を

深めるよう努めるものとする。 

 

 （府民の役割） 

第５条 府民は、自らが行為者となることがないよう、インタ

ーネットリテラシーの向上に努めるとともに、被害者が置か

れている状況及び被害者の支援の必要性についての理解を深

めるよう努めるものとする。 

 

連携協力 

 （連携協力） 

第５条 県は、第３条の施策を円滑に策定し、及び実施するた

め、国、市町村、日本司法支援センター（総合法律支援法

（平成１６年法律第７４号）第１３条に規定する日本司法支

援センターをいう。）、被害者の援助を行う民間団体その他

の関係機関と連携を図らなければならない。 

 

 （連携協力） 

第５条 市は、第３条の施策を円滑に推進するため、国、群馬

県、日本司法支援センター（総合法律支援法（平成１６年法

律第７４号）第１３条に規定する日本司法支援センターをい

う。）その他の関係機関と連携を図らなければならない。 

 

 （連携協力） 

第６条 府は、第３条の施策を円滑に実施するため、国、市町

村、支援団体その他の関係機関と連携協力を図らなければな

らない。 

 

基本的施策 

 （基本的施策） 

第６条 県は、インターネット上で情報を発信する者の表現の

自由に配慮しつつ、次に掲げる施策に取り組むものとする。 

⑴ 被害者の心理的負担の軽減を含めた相談体制の整備 

⑵ 県民の年齢、立場等に応じたインターネットリテラシー

の向上に資する施策 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、被害者を支援するための施

 （基本的施策） 

第６条 市は、インターネット上で情報を発信する者の表現の

自由に配慮しつつ、次に掲げる施策に取り組むものとする。 

⑴ 市民等の年齢、立場等に応じたインターネットリテラシ

ーの向上に資する施策 

⑵ 被害者の心理的負担の軽減を含めた相談支援体制の整備 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、被害者及び行為者を発生さ

 （基本的施策） 

第７条 府は、次に掲げる施策に取り組むものとする。 

⑴ 府民の年齢、立場等に応じたインターネットリテラシー

の向上に資する施策 

⑵ 被害者の心理的負担の軽減等に関する相談支援体制の整

備 

⑶ 行為者の誹謗中傷等を抑制するための相談支援体制の整 
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策及び行為者を発生させないための施策 

 

せないための施策並びに被害者を支援するための施策 

 

  備 

 ⑷ 前各号に掲げるもののほか、第１条の目的を達成するた

めに必要な施策 

 

インターネット

リテラシーの向

上 

 （インターネットリテラシーの向上） 

第８条 県は、県民の年齢、立場等に応じたインターネットリ

テラシーを学ぶ機会を提供するため、研修会、講演会等の開

催のほか、教材等の制作、情報提供等必要な施策を講ずるも

のとする。 

２ 県は、青少年に対する前項の施策を講じるに当たっては、

学校教育と連携して取り組むとともに、就学前からの学びに

ついて保護者の理解を得ながら努めるものとする。 

 

 （インターネットリテラシーの向上） 

第７条 市は、市民等の年齢、立場等に応じたインターネット

リテラシーを学ぶ機会を提供するため、研修会、講演会等の

開催、教材等の情報提供その他の必要な施策を実施するもの

とする。 

２ 市は、青少年に対する前項の施策を実施するに当たって

は、学校教育と連携するとともに、保護者の理解を得ながら

取り組むよう努めるものとする。 

 

 （インターネットリテラシーの向上） 

第８条 府は、府民の年齢、立場等に応じたインターネットリ

テラシーを学ぶ機会を提供するため、研修会、講演会等の開

催のほか、教材等の紹介、情報提供等必要な施策を実施する

ものとする。 

２ 知事及び教育委員会は、児童及び生徒に対する前項の施策

を実施するに当たっては、府立学校、市町村立学校及び私立

学校と連携し、保護者の理解を図りながら取り組むよう努め

るものとする。 

 

相談体制 

 （相談体制） 

第７条 県は、被害者の不安、被害者に生じた不利益等を解消

し、及び被害者が抱える心理的負担を軽減するため、相談体

制を整備するものとし、次に掲げる事項を行うものとする。 

 ⑴ 相談内容に応じた必要な情報の提供及び助言 

 ⑵ 専門的知識を有する者の紹介 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、被害者の相談対応として必

要な事項 

２ 県は、前項の相談体制の整備に当たっては、相談をする者

が安心して話しやすく、相談しやすい環境づくりに努めるも

のとする。 

３ 県は、第１項の相談のほか、インターネット上で発信した

情報に関して不安を抱える者の相談を受けるものとする。 

 

 （相談支援体制） 

第８条 市は、被害者の不安、被害者に生じた不利益等を解消

し、及び被害者が抱える心理的負担を軽減するため、相談体

制を整備するものとし、次に掲げる支援を行うものとする。 

 ⑴ 相談内容に応じた必要な情報の提供及び助言 

 ⑵ 専門的知識を有する者の紹介 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、被害者からの相談対応とし

て必要な支援 

２ 市は、前項の相談支援体制の整備に当たっては、相談しや

すい環境づくりに努めるものとする。 

３ 市は、被害者からの相談のほか、インターネット上で発信

した情報に関して不安を抱える者からの相談を受けるものと

する。 

 （被害者の相談支援体制） 

第９条 府は、被害者の不安、被害者に生じた不利益等を解消

し、及び被害者が抱える心理的負担の軽減等を図るため、相

談支援体制を整備するものとし、次に掲げる事項を行うもの

とする。 

 ⑴ 相談内容に応じた必要な情報の提供及び助言 

 ⑵ 専門的知識を有する機関の紹介 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、被害者の相談対応として必

要な事項 

２ 府は、前項の相談支援体制の整備に当たっては、相談をす

る者が安心して話しやすく、相談しやすい環境づくりに努め

るものとする。 

 

 （行為者等の相談支援体制） 

第１０条 府は、行為者の誹謗中傷等を抑制するため、相談支

援体制を整備するものとし、次に掲げる事項を行うものとす

る。 

 ⑴ 相談内容に応じた必要な情報の提供及び助言 

 ⑵ 専門的知識を有する機関の紹介 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、行為者の相談対応として必

要な事項 

２ 府は、前項の相談支援体制の整備に当たっては、相談をす

る者が安心して話しやすく、相談しやすい環境づくりに努め

るものとする。 

３ 府は、第１項に掲げるもののほか、自ら発信したインター

ネット上の情報に関して不安を抱える者の相談に応じるもの
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とする。 

 

住民の理解の増

進 

 （県民の理解の増進） 

第９条 県は、誹謗中傷等の問題に関する県民の理解を深める

ため、広報その他の啓発活動を行うものとする。 

 

 （市民等の理解の増進） 

第９条 市は、誹謗中傷等の問題に関する市民等の理解を深め

るため、広報その他の啓発活動を行うものとする。 

 

 （府民への啓発） 

第１１条 府は、この条例の趣旨にのっとり、インターネット

上の誹謗中傷等の人権侵害の問題に関する府民の理解を深め

るため、広報その他の啓発活動を行うものとする。 

 

財政上の措置  

 （財政上の措置） 

第１０条 県は、この条例に規定する施策を推進するために必

要な財政上の措置を講ずるものとする。 

 

 （財政上の措置） 

第１０条 市は、この条例に規定する施策を推進するために必

要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

 （財政上の措置） 

第１２条 府は、第１条の目的を達成するために必要な財政上

の措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

 


